
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成17年9月6日
担当理事：北原 悦男
担当部： 農村開発部

1．案件名

スリランカ国「トリンコマリー県住民参加型農業農村復興開発計画」

2．協力概要

（1） 協力内容

本案件は、20年以上に及ぶ内戦で疲弊した、スリランカ国北・東部州トリンコマリー県の農村地域に
おいて、地域住民の主体的な参加の下、普及員など地方行政官の能力向上も図りつつ、農業及び農村
の復旧復興を進めることを目的としたモデル的な事業を実施するものである。

（2） 協力期間

2005年11月～2009年10月 （4年間）

（3） 協力総額（日本側）

約4.9億円

（4） 協力相手先機関

実施機関（中央レベル）： 救済・復旧・和解省（３R省）
農業省農業開発局（DAD）
実施機関（現場レベル）： トリンコマリー県次官室、北・東部州評議会(NEPC)、

（5） 国内協力機関（PROTECO受注団体）

日本工営株式会社

（6） 裨益対象者及び規模など

1）直接裨益対象者：

プロジェクト対象3郡内にある3つの農業支援センター管内から6村（スリランカ国と協議の上、
最終決定）農家約1,500世帯
プロジェクト実施関連行政機関（農業支援センター等）職員約30人

2）間接裨益対象者

プロジェクト対象3郡の全農家（約12,000世帯）

3．協力の必要性・位置付け

（1） 現状及び問題点

スリランカ国は、面積6.6万km2（北海道の約0.8倍）に1,930万人の人口を有し、シンハラ系
（73％）、タミル系（18.0％）、モスリム系（8.0％）などで構成される多民族国家である。同国の
一人当たりGDPは947ドル(2003年)で、米、紅茶、ゴム、ココナッツを主要産物とする農業は、全
GDPの20％、就労人口の30％を占めている。同国では、分離独立を求めるタミール過激派「タミー
ル・イーラム解放の虎（LTTE）」と政府との内戦が、1970年代後半から20年以上にわたり続いた
が、2002年の暫定停戦後は徐々に復興が進み、内戦の最前線となっていた北・東部州でも国内外の
避難民が再定住しつつある。



スリランカ北・東部州の政治・経済の中心であるトリンコマリー県は、面積2,700km2、人口は38万
人で、シンハラ系（26％）、タミル系（34％）、モスリム系（40％）で構成されている。90年代に
入り、「ス」国全体で工業化が進む一方で、同県をはじめとする北・東部州では、内戦により経済･社
会基盤が破壊された結果、工業化が著しく立ち遅れており、県民の60％は農林水産業で生計を立てざ
るを得ない状況にある。しかし、同県では、多数の住民が国内外に避難していたため、灌漑施設など
のインフラの多くが荒廃しており（小規模ため池の約6割が放棄されている）、地域の基幹産業であ
る米、野菜などの農業生産活動は低迷したままである。同県では、農家の約6割が、気象条件によっ
ては自給的な農業さえ維持できない状況にあり、帰還民の再定住や地域の復旧復興のためにも、農業
生産性の向上は焦眉の急となっている。また、これら農業農村開発事業を支援する普及員など、郡・
村落レベル行政官の能力向上も必要とされている。

このような状況の下で、スリランカ政府は、2003年に中・長期的な開発の枠組みである「Creating
Our Future, Building Our Nation」を策定し、経済活動のあらゆる分野で生産性の向上を図ることを
目指している。特に、これまで開発の遅れていた北・東部州の農村部において、農村インフラの復旧
や農業生産性の向上により、貧困を削減することを優先課題としている。我が国は、暫定停戦の合意
後、草の根無償(ため池修繕)、有償資金協力(小規模インフラ等)、専門家派遣（3R省）等により、
北・東部州の農業・農村復興を支援している。また北・東部州においては、世銀やアジア開発銀行等
のプロジェクトが行われているものの、保健衛生、教育、生活改善などの分野や、簡易水道の設置や
道路の改修などの農村インフラの復旧が優先されており、栽培技術の指導や普及など農業生産性向上
に関する取組みが不足している。このため、同地域において一層の復興を推進するために、小規模灌
漑施設の整備など農業インフラ整備に加え、普及員を通じた稲作、畑作などの農業技術の指導による
生計向上を活動に取り込んだ、住民の主体的な参加による農業農村復興モデルづくりが求められてい
る。

（2） 相手国政府の国家政策上の位置付け

2002年2月に「ス」国政府とタミール過激派（LTTE）との間で無期限停戦が合意され、同年6月に
「National Framework for Relief, Rehabilitation and Reconciliation 」(3Rフレームワーク)が策定さ
れた。この中で「ス」国政府は紛争地域における復旧復興事業とそれを通じた民族融和を最重点課題
に掲げている。特に、農村部の復旧復興は喫緊の課題であり、農業生産活動を通じコミュニティの再
生と地域の復興を図り、民族融和を促進するために、この分野での各援助国・機関からの支援が大い
に期待されている。

（3） 我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付
け）

平成16年4月、外務省により「対スリランカ国別援助計画」が策定され、我が国の対スリランカ経済
協力の目指すべき方向として、1.平和の定着と復興に対する支援、2.中・長期開発ビジョンに沿った
援助計画を挙げており、本計画に沿った案件形成が最大の課題となっている。本プロジェクトは、上
記1.の中で「人道・復旧」支援の観点から、（1）貧困層の生活向上に対する支援、（2）産業の基盤
となる農業・水産業等の振興につながる農漁村開発に貢献するものである。また、JICAの平成14年度
国別援助事業実施計画においても、北・東部州支援及び農業分野における支援を援助重点課題として
いる。

4．協力の枠組み

（1）協力の目標（アウトカム）

1.協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

指標については、プロジェクト開始後６ヶ月以内にベースライン調査を実施し、目標値を設定するこ
ととする。

【目標】
トリンコマリー県において、住民参加型による農業農村復興のための開発モデルが構築される。



【指標】
1) プロジェクト対象村の農民の生計が向上する（農業生産量及び世帯収入等経済指標）。
2) 当プロジェクトのアプローチが、スリランカ側政府関係者及び他ドナーから、有効な開発モデルと
して認知される。

2.協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値

【上位目標】
プロジェクトで構築された農業・農村復興のための開発モデルにより、トリンコマリー県内の農村が
活性化する。

【指標】
1) コミュニティ行動計画※1の策定されたコミュニティ数
2) トリンコマリー県の農業生産量及び世帯収入等経済指標

（2）成果（アウトプットと活動）

本プロジェクトにおいては、コミュニティ行動計画策定及び「コミュニティ主導による復旧方式
（CMR）」※2の実施を通じて住民組織の強化（成果1）を促進すると同時に、農村インフラを整備
（成果2）する。さらに、農業技術の向上（成果3）を行い、これら3つの成果の相乗効果を通じてプ
ロジェクト目標の達成を目指す。

成果1： 住民組織が強化される。

【活動】
活動1-1：住民組織の果たす役割など、事業コンセプトを住民組織など関係者と共有する。
活動1-2：住民組織が組織強化への問題点をレビューする。
活動1-3：住民リーダーの育成を通じて、住民組織の体制を強化する。
活動1-4：住民組織による、インフラ整備、農業技術研修等に係るコミュニティ行動計画の策定を支
援する。
活動1-5：住民組織によるコミュニティ行動計画の運営管理を支援する。
活動1-6：住民組織によるコミュニティ行動計画のモニタリング・評価を支援する。

【指標】
1) 住民組織のメンバー数
2) 住民組織により、計画・実施されたコミュニティ行動計画の種類、量と質
3) 住民組織による、集会及び協働行為への参加メンバー数及び参加頻度
4) 住民組織による会計帳簿の作成状況
5) 住民組織による農業支援センター等の行政サービスの活用程度と内容

成果2： 「コミュニティ主導による復旧方式（CMR）」方式により農村インフラが整備される。

【活動】
活動2-1：コミュニティ行動計画による改修計画の策定を支援する。
活動2-2：CMRによる工事実施契約及び資機材調達の技術を指導する。
活動2-3：CMRによるインフラ建設、改修工事に係る技術を指導する。
活動2-4：CMRによるインフラ維持管理に関する技術を指導する。

【指標】
1) プロジェクトを通じて整備・改修された農村インフラの種類と数量
2) プロジェクトを通じて整備・改修された農村インフラの利用状況
3) プロジェクトを通じて整備・改修された農村インフラの維持管理状況

成果3： 農業技術が向上する

【活動】
活動3-1：稲作及び畑作に関する生産、流通に関するコミュニティ行動計画の策定を支援する。



活動3-2：農業支援センターの機能を強化し、普及員など末端行政官の能力を向上する。
活動3-3：稲作及び畑作に関する生産・流通技術を指導し、コミュニティ行動計画を支援する
活動3-4：家庭菜園及び庭先での家畜飼育技術を指導し、コミュニティ行動計画を支援する

【指標】
1) 農業支援センターの利用頻度
2) 農業生産関連指標（生産量、販売高、作物種など）
3) プロジェクトを通じて導入された農業生産技術の採用農家数
4) プロジェクトを通じて導入された農産物販売・流通活動への参加農家数
5) プロジェクトを通じて導入された農業生産技術を、自らの普及活動に取り入れている普及員数

（3）投入（インプット）

1.日本側 （総額約4.9億円）

1) 長期専門家： チーフアドバイザー、農村開発、農業、農村基盤整備、業務調整
2) 短期専門家： 社会調査、野菜栽培、マーケティングなど年2～3名程度
3) カウンターパート研修： 農業普及、農業技術、農村基盤整備など年1～2名程度
4) 資機材： 車両、農業機械、種子、肥料、OA機器他
5) 運営管理費補助： 研修・セミナー経費、管理費
6) 施設整備： 農業支援センター建屋、小規模灌漑用ため池、農村道路、集会所等の整備・改修など

2.スリランカ側（総額約0.8億円）

1) カウンターパート及びその他支援スタッフの配置
2) プロジェクト事務所用施設の提供
3) 運営管理費
4) 免税措置他

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

＜上位目標達成に対する外部条件＞

トリンコマリー県における、復旧・復興支援にかかる関係諸機関の調整役として、トリンコマ
リー県次官が継続して権限を委譲される。

＜プロジェクト目標達成のための外部条件＞

農業支援センターが、農業農村開発を主管する政府組織として存続する。
普及員制度（農業、畜産等）が継続される。

＜成果達成のための外部条件＞

コミュニティ主導による復旧方式（CMR）にかかる法制度が、大きな変更なく継続される。

＜前提条件＞

「Creating Our Future, Building our Nation」による、地域間経済格差是正の優先政策が維持さ
れる。

※1コミュニティ行動計画：自らの地域の抱える問題を解決するために、地域の住民組織自身により策定された行動計画。
※2 コミュニティ主導による復旧方式（CMR)：コミュニティ行動計画により策定されたインフラ復旧計画を、行政（県）と
住民組織との契約により、住民組織自身が工事を実施する方式。工事実施を通じ、住民組織のオーナーシップの醸成、組織力
及び運営・経理能力の向上などが期待される。さらに、契約の受注を通じて、住民組織の活動原資の蓄積も期待されている
（本方式は、「ス」国北部州で先行実施されているPROTECO｢コミュニティ・アプローチによるマナー県復旧・復興計画
（MANRECAP）｣で導入され、｢ス｣国側から高い評価を得ている）。

5．評価5項目による評価結果

（1） 妥当性



本案件は、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。

スリランカ政府の中・長期開発計画の重点課題である「民族紛争終結後の平和構築・ 復旧復
興」に貢献する事業である。
我が国の「対スリランカ国別援助計画」の重点項目である「平和の定着と復興に対する支援」の
内容に合致している。
JICA国別援助事業実施計画の対「ス」国援助重点課題、「北・東部州支援及び農業分野における
支援」の内容に合致している。
「ス」国が推進している住民参加型による小規模インフラ整備の手法であるコミュニティ主導に
よる復旧方式（CMR）をアプローチとして活用している。

（2） 有効性

本案件は、以下の理由から有効性が見込める。

本案件は、コミュニティ行動計画策定及びCMRの実施を通じて住民組織の強化を促進すると同時
に、農村インフラの整備を行う。さらに、農業技術の向上を行うことにより、これら３つの成果
の相乗効果を通じて、農村復興のための開発モデルの構築を目指す。
本案件は、住民組織による意思決定に基づき、インフラ復旧事業、農業技術指導等のコミュニ
ティ行動計画を策定・実施することにより、住民のニーズに的確に応え、住民のオーナシップ意
識の醸成に役立つ。
本案件が、住民を中心に据えた、農村地域における内戦からの復興モデルを提示することによ
り、今後、他の内戦被災地域にも適応可能な帰還民再定住及び農村復興に有効なアプローチが示
される。

（3） 効率性

本案件は、以下の理由から効率的な実施が見込める。

本案件における農村インフラ整備事業実施に当たっては、先行して実施されている「マナー県コ
ミュニティ・アプローチによる復旧・復興プロジェクト」において採用している「コミュニティ
主導による復旧方式」を取入れる。この方式は、住民組織と契約を行うことにより、農村のイン
フラ整備が廉価かつ効果・効率的に行われる。
住民ニーズを、的確かつ迅速に取り込んだ事業を実施することにより、住民の積極的な参加を促
進し、プロジェクト活動による成果が効率的に達成される。

（4） インパクト

本案件のインパクトは、以下のように予測できる。

本案件により提示される開発モデルが、プロジェクトを通じて能力の向上した郡・村落行政官及
び普及員等により波及し、その結果、農村が活性化される。
住民参加型手法により、農民のニーズに合った、農民直接の裨益が可能となり、農村復興にイン
パクトを与えることができる。

（5） 自立発展性

以下の点に留意すると、本協力の成果は、プロジェクト期間終了後も継続すると見込まれる。

本案件を通じて、住民組織の組織力及び運営・管理能力の強化、住民組織の活動原資の蓄積、住
民自身の能力向上を行うことにより、協力期間終了後も、住民による自立的な発展が期待でき
る。
多様な関係行政機関との調整による円滑な事業実施を目的とした合同委員会において、県、州、
国レベルの行政官と本案件の経験・情報共有を強化し、本案件への理解を促進することにより、
相手国政府がプロジェクト終了後に、構築されたモデルを他地域に普及させることが期待でき
る。
本案件は、「ス」国政府の重点課題である紛争地域における復旧復興を目的としており、プロ
ジェクト終了後も同国政府の予算措置を含む継続した取り組みが期待できる。



6．貧困・ジェンダー・環境・人間の安全保障への配慮

内戦の被災の激しかったスリランカ北・東部州の中でも、特に農業生産性が低く、貧困率の高い
地域を対象に事業が実施されるため貧困削減に貢献する。
コミュニティ行動計画を策定する住民組織の選定の段階で、住民組織の構成員に占める社会的な
弱者（女性、小農家など）の割合に配慮する。また、住民組織による活動の過程で、そのような
人々の発言やニーズが反映されているか留意する。
コミュニティ行動計画の策定から、同計画に沿った事業の実施まで、住民組織自身が主体となっ
て活動することにより、住民に「開発の担い手」としての意識を持たせると同時に、住民のニー
ズが反映され、かつ、直接裨益できる事業の実施を目指す。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

（1）スリランカ国「コミュニティ・アプローチによるマナー県復旧・復興計画」（MANRECAP）か
らの教訓
スリランカ北部州で、先行実施されているMANRECAPにおいては、帰還民の再定着を促進するために
「コミュニティ主導による復旧方式（CMR) 」を導入し、住民組織の強化を行っている。過去の他ド
ナーによるプロジェクトにおいては、住民組織のCMRに対する理解不足、希薄な期待感により、本来
の狙いである住民組織のオーナーシップ意識の醸成、組織力や運営・経理能力の向上及び、住民組織
メンバーの技術・能力向上に、あまり繋がらなかった。このため、MANRECAPでは、他ドナーからの
教訓を活かし、事業開始前に、住民組織など関係者に対し、CMRの概念、目的、内容を十分に説明す
ると同時に、コミュニティ行動計画策定から事業実施、管理までの一連の過程で、必要に応じたきめ
細かな支援とモニタリングを、住民に対して継続的に実施している。加えて、右記行政官のOJTを通
じた能力向上も行っている。
その結果、MANRECAPでは、住民組織のオーナーシップ意識の醸成、組織力及び運営・経理能力の向
上や、今後の住民組織の活動原資の蓄積が実現するなど、住民組織が強化されつつあり、「ス」国政
府３R省及びLTTE側から非常に高い評価を得ている。
本案件においても、MANRECAPの経験を踏まえ、コミュニティ行動計画及びCMRを活用した住民組織
の強化を模索する。

（2）フィリピン「地方生計向上計画」からの教訓 ※3

本案件においては、農業支援センター、郡・村落レベルの行政官、住民組織等多くの関係者が関与
し、相互に協力し合うことが重要である。過去に、関係者間の役割分担が明確でなかったために、十
分な相互協力がなされなかったフィリピンにおける教訓を活用し、本案件においては事業開始前に、
本事業のコンセプト、手法及び各関係者の役割分担について情報の共有を徹底し、事業開始後も、定
期開催される合同委員会の場で、適時確認を行うことにより効果的な事業の実施を目指す。

（3）インドネシア国「スラウェシ貧困対策支援村落開発計画」及びバングラデシュ国「住民参加型
農村開発行政支援計画」からの教訓※3

上記両プロジェクトにおいては、相手国関係者の意欲やイニシアティブを高めるため積極的な取り組
みを行い、その結果、関係者の活動に対する支持や継続的な志気向上に繋がった。その教訓を活か
し、本案件においても住民自身が主体的に作成するコミュニティ行動計画に基づく事業実施により、
開発の担い手である住民組織の積極的かつ継続的な参加を促すことを目指す。
※4 特定テーマ評価「貧困削減/地域社会開発」（2004.11） JICA企画調整部 参照

8．今後の評価計画

中間評価（プロジェクト開始後1.5年後）
終了時評価（プロジェクト終了の半年前）
事後評価（プロジェクト終了から3～5年後）


